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新 旧 対 照 表

改 正 後 現 行

保国発０１２３第２号

平成３１年１月２３日

都道府県民生主管部（局）長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

国民健康保険の市町村保険者及び国民健康保険組合並びに

国民健康保険団体連合会に対する指導監督の実施について

都道府県が実施する国民健康保険の指導監督については、本日付保発0123第２

号により保険局長から都道府県知事あて通知されたところであるが、指導監督の

実施に当たっては、これによるほか、別添の指導監督実施要領を活用し、下記の

事項に留意の上実効ある指導監督に努められるようお願いする。

また、指導監督に当たっては、都道府県における指導体制及び事業状況並びに

市町村保険者（特別区を含む。以下同じ。）、国民健康保険組合（以下「国保組

合」という。）及び国民健康保険団体連合会(以下「連合会」という。また、市

町村保険者、国保組合及び連合会を併せて、以下「市町村保険者等」という。)

の事業運営の実情を踏まえた適切な指導を併せてお願いする。

なお、本通知は、平成31年４月１日から適用する。

保国発０２１７第１号

平成２４年２月１７日

都道府県民生主管部（局）長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会に対する指導

監督の実施について

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督については、本

日付保発0217第１号により保険局長から都道府県知事あて通知されたところであ

るが、指導監督の実施に当たっては、これによるほか、別添の指導監督実施要領

を活用し、下記の事項に留意の上実効ある指導監督に努められるようお願いす

る。

また、指導監督に当たっては、指導体制の充実、当該都道府県における事業状

況及び各保険者の事業運営の実情を踏まえた適切な指導を併せてお願いする。

なお、本通知は、平成24年４月１日から適用する。

これに伴い、従前の「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指

導監督について」（平成20年9月30日保険発第0930001号厚生労働省保険局国民健
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これに伴い、従前の「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指

導監督の実施について」（平成24年2月17日保国発0217第1号厚生労働省保険局国

民健康保険課長通知）は廃止する。

記

国民健康保険の市町村保険者等に対する指導監督については、次の事項に留

意して適正な事業運営に努めるよう、適切に実施されたい。

特に、市町村保険者における国民健康保険の事業運営については、国民健康

保険法（昭和 33年法律第 192号）第 82条の２第８項に基づき、次に掲げる各

項目が、都道府県が策定した国民健康保険運営方針（以下「国保運営方針」と

いう。）を踏まえた内容となるよう留意されたい。

第１ 保険者（市町村保険者及び国保組合）に関する事項

１ 事業計画等

(1) 事業計画の策定

事業計画の策定については、国保事業の適正かつ安定的な運営を図る

ため、事業運営の実情を把握分析し、それらの検討結果を踏まえた重点

事項の設定及び目標の設定をするとともに、目標達成のための具体的な

実施体制、実施方法及び関連事業との連携等を明確にすること。

(2) 予算の編成

予算の編成については、毎年度、当職から通知する予算編成に当たっ

康保険課長通知）は廃止する。

記

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会(以下「連合会」という。)

に対する指導監督については、各保険者等が、下記の事項に留意して適正な事

業運営に努めるよう、適切に実施されたい。

特に、市町村保険者における国民健康保険の事業運営については、国民健康

保険法（昭和 33年法律第 192号）第 68条の２第６項に基づき、以下に掲げる

各項目が、都道府県が策定した広域化等支援方針を踏まえた内容となるよう留

意されたい。

第１ 保険者に関する事項

１ 事業計画等

(1) 事業計画の策定

事業計画の策定については、国保事業の適正かつ安定的な運営を図る

ため、事業運営の実情を把握分析し、それらの検討結果を踏まえた重点

事項の設定及び目標の設定をするとともに、目標達成のための具体的な

実施体制、実施方法及び関連事業との連携等を明確にすること。

(2) 予算の編成

予算の編成については、毎年度、厚生労働省保険局長及び当職から通
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ての留意事項について等に基づき行うこと。

(3) 赤字保険者における財政の健全化

赤字保険者については、「国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の

策定等について（通知）」（平成 30 年 1月 29 日保国発 0129 第 2 号）に

基づき、事業運営に必要な保険料(税)の適切な設定、収納率向上対策及び

医療費適正化対策等を積極的に取り組むこと。

２ 適用の適正化

(1) 被保険者の適用

(ア) 被保険者の適用については、「国民健康保険の被保険者にかかる適

用及び保険料(税)の賦課の適正化について(通知)」(平成 5年 11月 15

日保険発第 123号)に基づき、「国民健康保険の適用事務における年金

被保険者情報の活用について（通知）」（平成 23 年 2 月 22 日保国発

0222 第 1号）及び「国民健康保険の適用事務における年金被保険者情

報の活用についての一部改正について（通知）」（平成 23年 12月 16

日保国発 1216第 1号）により活用が可能となった国民年金被保険者情

報を活用する等、未適用者及び退職被保険者等を早期かつ的確に把握

し、早期適用を促進するとともに、遡及適用者については的確に遡及

賦課を行うこと。

知する予算編成方針等に基づき行うこと。

(3) 赤字保険者における財政の健全化

赤字保険者については、財政の健全化を図るため、具体的な赤字解消

計画を策定し、事業運営に必要な保険料(税)の適切な設定、収納率向上対

策及び医療費適正化対策等を積極的に取り組むこと。

２ 適用の適正化

(1) 被保険者の適用

(ア) 被保険者の適用については、「国民健康保険の被保険者にかかる適

用及び保険料(税)の賦課の適正化について(通知)」(平成 5年 11月 15

日保険発第 123号)に基づき、「国民健康保険の適用事務における年金

被保険者情報の活用について（通知）」（平成 23 年 2 月 22 日保国発

0222 第 1号）及び「国民健康保険の適用事務における年金被保険者情

報の活用についての一部改正について（通知）」（平成 23年 12月 16

日保国発 1216第 1号）により活用が可能となった国民年金被保険者情

報を活用する等、未適用者を早期かつ的確に把握し、早期適用を促進

するとともに、遡及適用者については的確に遡及賦課を行うこと。

(イ) 退職被保険者等の適用については、「国民健康保険の退職被保険者

等に係る適用について(通知)」(平成 15年 3月 31日保国発第 0331003

号)、「国民健康保険の退職被保険者等に係る適用の適正化対策につい

て(通知)」(平成 17 年 9 月 16 日保国発第 0916001 号)、）及び「国民

健康保険の適用事務における年金被保険者情報の活用についての一部

改正について（通知）」（平成 23 年 12 月 16 日保国発 1216 第 1 号）

に基づき、年金受給権者一覧表等の年金情報の活用等により早期に把
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(イ) 外国人の適用については、「外国人に係る国民健康保険の適用促進

について（通知）」（平成10年 5月 13日保険発第 83号) 、「国民健

康保険法施行規則第１条第１号の規定に基づき厚生労働大臣が定める

者の一部改正について（通知）」（平成 22年 6月 24日保発第 0624第

1号）及び「外国人に対する国民健康保険又は後期高齢者医療制度の適

用について」（平成 24年 7月 9日保国発第 709第 1号）に基づき、適

正に行うこと。

(2) 居所不明被保険者の確認

居所不明の被保険者に係る資格喪失の確認については、「国民健康保

険の被保険者資格の喪失確認処理に係る取扱いについて(通知)」(平成

4年 3月 31日保険発第 40号）に基づき、取扱要領を作成し、的確に行

握・適用し、適用の適正化を推進するとともに、被保険者資格の遡及

に伴う療養給付費負担金及び療養給付費交付金の振替整理を適正に行

うこと。

(ウ) 特に退職被保険者の被扶養者に係る適用については、「国民健康保険

の退職被保険者の被扶養者に係る適用の適正化対策の徹底について

(通知)」(平成 19 年 9月 18 日保国発第 0918001 号)及び「国民健康保

険の退職被保険者の被扶養者に係る適用について(通知)」(平成 20 年

3 月 31 日保国発第 0331001 号)」に基づき、職権適用を実施する等適

用の適正化を推進すること。

(エ) 外国人の適用については、「外国人に係る国民健康保険の適用促進

について（通知）」（平成 10年 5月 13日保険発第 83号) 、「外国人

に対する国民健康保険の適用について(通知)」(平成 16 年 6 月 8 日保

国発第 0608001号)及び「国民健康保険法施行規則第１条第１号の規定

に基づき厚生労働大臣が定める者の一部改正について（通知）」（平成

22年 6月 24日保発第 0624第 1号）に基づき、適正に行うこと。

なお、「国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する

法律施行規則の一部を改正する省令」（平成 24年厚生労働省令第 7号）

及び「国民健康保険法施行規則第一条第一号の規定に基づき厚生労働

大臣が別に定める者の一部を改正する件（平成 24年厚生労働省告示第

23 号）が平成 24 年 7 月 9 日から適用されることとなっているので、

適正な取扱に努めること。

(2) 居所不明被保険者の確認

居所不明の被保険者に係る資格喪失の確認については、「国民健康保

険の被保険者資格の喪失確認処理に係る取扱いについて(通知)」(平成

4年 3月 31日保険発第 40号）に基づき、取扱要領を作成し、的確に行
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うこと。

(3) 適用の適正化調査

適用の適正化調査については、「国民健康保険の被保険者の適用の適

正化及び第三者行為に係る求償権の行使について(通知)」(昭和 50年 7

月 1日保険発第 63号)に基づき「適用の適正化月間」を設定し、適用の

適正化を推進すること。

３ 適正な賦課

(1) 保険料(税)の算定の基礎となる所得については、的確に把握するこ

と。

また、申告のない世帯及び保険料(税)の軽減対象世帯等については、

関係機関と連携を密にし、積極的に実地調査を行う等的確に所得を把握

すること。

なお、共有名義の固定資産に係る資産割額の算定については、「共有

名義の固定資産に係る国民健康保険料(税)の資産割額の算定について

(通知)」(平成 20 年 1 月 18 日保国発第 0118001 号)に基づき、持ち分に

応じて適正に按分賦課を行うこと。

(2) 保険料(税)については、都道府県が国保運営方針で定めた市町村標準

保険料率及び予定収納率等に考慮し、適切に設定すること。

４ 保険料(税)収入の確保

(1) 徴収計画の策定

市町村保険者の徴収計画については、都道府県が国保運営方針におい

うこと。

(3) 適用の適正化調査

適用の適正化調査については、「国民健康保険の被保険者の適用の適

正化及び第三者行為に係る求償権の行使について(通知)」(昭和 50年 7

月 1日保険発第 63号)に基づき「適用の適正化月間」を設定し、適用の

適正化を推進すること。

３ 適正な賦課

(1) 保険料(税)の算定の基礎となる所得については、的確に把握するこ

と。

また、申告のない世帯及び保険料(税)の軽減対象世帯等については、

関係機関と連携を密にし、積極的に実地調査を行う等的確に所得を把握

すること。

なお、共有名義の固定資産に係る資産割額の算定については、「共有

名義の固定資産に係る国民健康保険料(税)の資産割額の算定について

(通知)」(平成 20 年 1 月 18 日保国発第 0118001 号)に基づき、持ち分に

応じて適正に按分賦課を行うこと。

(2) 保険料(税)の賦課割合及び賦課限度額については、被保険者間におけ

る負担の不均衡の是正、中間所得者層の過重な負担の軽減を図る観点か

ら、適切な設定を行うこと。

４ 保険料(税)収入の確保

(1) 徴収計画の策定

市町村保険者の徴収計画については、都道府県が広域化等支援方針の
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て定めた収納率目標を踏まえ、収納不足の要因分析(滞納状況、口座振

替率、人員体制等)を行うとともに、必要な対策について整理すること。

(2) 納期内納入の促進等

保険料(税)の納入については、納期内納入の促進を図るために口座振

替を推進するほか、多様な納付方法を採用する等、納付しやすい環境整

備を推進するとともに被保険者に対する効果的な啓発活動を積極的に

行うこと。

(3) 滞納者対策

（ア）保険料(税)の確保を図るため、早期に滞納者の実態把握及び適切な

対応を行うこと。

（イ）特別の事情がないにもかかわらず保険料(税)を滞納しているいわゆ

る悪質滞納者に対する被保険者資格証明書の交付及び保険給付の一時

支払差止め等の措置については、「国民健康保険の保険料(税)を滞納

している世帯主等に対する措置の取扱いについて(通知)」(平成 12 年

3月 28日保険発第 41号)に基づき、適正に行うこと。

ただし、出産育児一時金については、国民健康保険法施行規則（昭

和 33年厚生省令第 53号）附則第 10条により一時差止を行わない措置

が平成 23年 4月以降も継続されているので留意すること。

なお、短期被保険者証の交付については、交付事務を通じてできる

だけ滞納者と接触する機会を確保し、保険料（税）を納めることがで

きない特別な事情の適切な把握に努め、機械的な対応になることのな

いよう、きめ細かな納付相談を行うこと。

中で定めた保険者規模別収納率目標を踏まえ、滞納者の実態(滞納原因

別、所得階層別、職業別、地区別等)に基づき目標収納率を設定すると

ともに、地域の実情に応じて、目標を達成するための実施体制、実施方

法等具体的な計画を策定すること。

(2) 納期内納入の促進等

保険料(税)の納入については、納期内納入の促進を図るために口座振

替を推進するほか、多様な納付方法を採用する等、納付しやすい環境整

備を推進するとともに被保険者に対する効果的な啓発活動を積極的に

行うこと。

(3) 滞納者対策

（ア）保険料(税)の確保を図るため、早期に滞納者の実態把握及び適切な

対応を行うこと。

（イ）特別の事情がないにもかかわらず保険料(税)を滞納しているいわゆ

る悪質滞納者に対する被保険者資格証明書の交付及び保険給付の一時

支払差止め等の措置については、「国民健康保険の保険料(税)を滞納

している世帯主等に対する措置の取扱いについて(通知)」(平成 12 年

3月 28日保険発第 41号)に基づき、適正に行うこと。

ただし、出産育児一時金については、国民健康保険法施行規則（昭

和 33 年厚生省令第 53 号）第 10 条により一時差止を行わない措置が平

成 23年 4月以降も継続されることとなったので留意すること。

なお、短期被保険者証の交付については、交付事務を通じてできる

だけ滞納者と接触する機会を確保し、保険料（税）を納めることがで

きない特別な事情の適切な把握に努め、機械的な対応になることのな

いよう、きめ細かな納付相談を行うこと。
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また、滞納者の状況に応じ、通常に比べ更新または検認の期間が短

い被保険者証を交付するなど、被保険者証の交付方法を工夫して納付

相談の機会の確保を図り、滞納者を解消すること。

（ウ）被保険者が、再三の督促、催告にもかかわらず納入、催告に応じない

場合には、負担の公平の観点から差押予告通知書を送付し、積極的に

差押えを行うこと。

（エ）納付義務者が保険料(税)を納期限までに完納しない場合は、必ず延

滞金を調定し、徴収すること。

（オ）保険料(税)の不納欠損処分については、資産の状況等の調査結果に

基づきやむを得ないものに限り厳正に行うこと。

(4) 徴収体制の充実

滞納保険料(税)の徴収については、全庁体制の確立や嘱託徴収員の採

用など、徴収体制の整備を図り、積極的な徴収活動(例えば休日、夜間等

の戸別徴収等)及び啓発活動を行うこと。

また、嘱託徴収員等を活用している市町村保険者については、嘱託徴収

員等のみに任せることなく役割分担を定め、職員との連携による戸別徴

収を積極的かつ効率的に取り組むこと。

(5) その他の収納対策

上記(1)から(4)のほか、保険料(税)収納率の確保・向上等の対策とし

て、「収納対策緊急プランの策定等について(通知)」(平成 17年 2月 15

日保国発第 0215001号)等を参考に、効果的な収納対策に積極的に取り組

むこと。

５ 医療費の適正化

また、滞納者の状況に応じ、通常に比べ更新または検認の期間が短

い被保険者証を交付するなど、被保険者証の交付方法を工夫して納付

相談の機会の確保を図り、滞納者を解消すること。

（ウ）被保険者が、再三の督促、催告にもかかわらず納入、催告に応じない

場合には、負担の公平の観点から差押予告通知書を送付し、積極的に

差押えを行うこと。

（エ）納付義務者が保険料(税)を納期限までに完納しない場合は、必ず延

滞金を調定し、徴収すること。

（オ）保険料(税)の不納欠損処分については、資産の状況等の調査結果に

基づきやむを得ないものに限り厳正に行うこと。

(4) 徴収体制の充実

滞納保険料(税)の徴収については、全庁体制の確立や嘱託徴収員の採

用など、徴収体制の整備を図り、積極的な徴収活動(例えば休日、夜間等

の戸別徴収等)及び啓発活動を行うこと。

また、嘱託徴収員等を活用している保険者については、嘱託徴収員等の

みに任せることなく役割分担を定め、職員との連携による戸別徴収を積

極的かつ効率的に取り組むこと。

(5) その他の収納対策

上記(1)から(4)のほか、保険料(税)収納率の確保・向上等の対策とし

て、「収納対策緊急プランの策定等について(通知)」(平成 17年 2月 15

日保国発第 0215001号)等を参考に、効果的な収納対策に積極的に取り組

むこと。

５ 医療費の適正化
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(1) 国保運営方針に基づく医療費適正化対策の実施

医療費が著しく高額な市町村保険者は、都道府県が定めた国保運営方

針を踏まえ、適切な医療費適正化対策を講ずること。

(2) 医療費等の分析

医療費等の分析については、診療諸率の経年的な傾向把握、他の保険

者との医療費実態の比較、疾病構造、重複・頻回受診者及び重複・多剤投

与者の動向の把握・分析等により、医療費等の現状と問題点を的確に把

握し、医療費の適正化に必要な施策に反映すること。

また、将来に向けて医療費適正化対策を効果的に実施するため、連合

会等と連携し、調査・研究を行うこと。

なお、連合会から提供される疾病統計、重複・頻回受診者の資料を十分

活用し、医療費適正化対策の内容を充実すること。

(3) 診療報酬明細書の点検調査

診療報酬明細書(以下「レセプト」という。) の点検調査については、

「国民健康保険の診療報酬明細書点検調査事務処理要領について(通

知)」(昭和 55 年 5 月 10 日保険発第 42 号)に基づき実施しているところ

であるが、被保険者資格の点検、調剤報酬明細書との突合、縦覧点検など

については、強化された連合会のレセプト審査機能を活用する等、より

効率的な調査を実施すること。

特に、連合会の共同事業の活用による的確な第三者行為求償事務など

を実施し、レセプト点検調査等を充実・強化すること。

また、レセプト点検調査を計画的に実施するための点検体制の整備に

ついては、医療事務経験者等を嘱託員に採用するなどして充実すること。

なお、都道府県においては、保険者におけるレセプト点検調査の充実

(1) 広域化等支援方針に基づく医療費適正化対策の実施

医療費が著しく高額な市町村保険者は、都道府県が定めた広域化等支

援方針を踏まえ、適切な医療費適正化対策を講ずること。

(2) 医療費等の分析

医療費等の分析については、診療諸率の経年的な傾向把握、他の保険

者との医療費実態の比較、疾病構造、長期入院者及び重複・頻回受診者の

動向の把握・分析等により、医療費等の現状と問題点を的確に把握し、医

療費の適正化に必要な施策に反映すること。

また、将来に向けて医療費適正化対策を効果的に実施するため、連合

会等と連携し、調査・研究を行うこと。

なお、連合会から提供される疾病統計、長期入院者、重複・頻回受診者

の資料を十分活用し、医療費適正化対策の内容を充実すること。

(3) 診療報酬明細書の点検調査

診療報酬明細書(以下「レセプト」という。) の点検調査については、

「国民健康保険の診療報酬明細書点検調査事務処理要領について(通

知)」(昭和 55 年 5 月 10 日保険発第 42 号)に基づき実施しているところ

であるが、被保険者資格の点検、調剤報酬明細書との突合、縦覧点検など

については、強化された連合会のレセプト審査機能を活用する等、より

効率的な調査を実施すること。

特に、連合会の共同事業の活用による的確な第三者行為求償事務など

を実施し、レセプト点検調査等を充実・強化すること。

また、レセプト点検調査を計画的に実施するための点検体制の整備に

ついては、医療事務経験者等を嘱託員に採用するなどして充実すること。

なお、都道府県においては、保険者におけるレセプト点検調査の充実
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を図るため、国民健康保険医療給付専門指導員による実地指導を積極的

に行い、レセプト点検調査結果等から得られた諸資料は、保険医療機関

の指導及び保険者が実施する保健事業等に有効に活用するとともに、レ

セプト点検調査の点検体制及びその取組が十分でない保険者について

は、「診療報酬明細書の点検調査に係る集団指導の実施について(通知)」

(平成 10 年 5 月 1 日保険発第 81 号)に基づき集団指導を実施し、その集

団指導の対象保険者については、実施計画の策定及びその実施計画を確

実に実施するよう指導すること。

(4) 柔道整復師の施術の療養費支給の適正化

柔道整復師の施術については、多部位、長期又は頻度が高い施術を受け

た被保険者等への調査並びに保険適用外の施術についての被保険者への

周知徹底を図ること。

また、柔道整復療養費に係る医療費通知が未実施である保険者は、その

実施を図ること。

(5) 第三者求償の取組強化

第三者求償については、二重利得の防止、不法行為責任の追及、負担の

公平性の確保及び保険財政の健全化を図る観点から、傷病届等の提出等

の周知・広報及び損害保険関係団体との連携を強化するとともに、第三

者行為求償事務アドバイザーの活用や適切な法的措置を講じることなど

により、適切に第三者に対し損害賠償請求すること。

(6) 後発医薬品及び適正受診に対する周知・啓発

後発医薬品については、後発医薬品希望カード等の配布及び後発医薬

品を使用した場合の医療費の額の通知（差額通知）等、後発医薬品の積極

を図るため、国民健康保険医療給付専門指導員による実地指導を積極的

に行い、レセプト点検調査結果等から得られた諸資料は、保険医療機関

の指導及び保険者が実施する保健事業等に有効に活用するとともに、レ

セプト点検調査の点検体制及びその取組が十分でない保険者について

は、「診療報酬明細書の点検調査に係る集団指導の実施について(通知)」

(平成 10 年 5 月 1 日保険発第 81 号)に基づき集団指導を実施し、その集

団指導の対象保険者については、実施計画の策定及びその実施計画を確

実に実施するよう指導すること。

(4) 後発医薬品及び適正受診に対する周知・啓発

後発医薬品については、後発医薬品希望カードの配布及び後発医薬品

を使用した場合の医療費の額の通知（差額通知）等、後発医薬品の積極的
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的な活用を促進すること。

(7) 重複・頻回受診者、重複・多剤投与者対策の推進

重複・頻回受診者に対する保健師の訪問活動については、「重複・頻回

受診者に係る医療費適正化対策の推進について(通知)」(平成 10 年 8 月

5日保険発第 126号)に基づき、積極的に推進すること。

また、医療費適正化の観点から、重複投薬及び多剤投薬の適正化を推

進すること。

６ 保健事業

(1) 保健事業の推進

保健事業の推進については、特定健康診査・特定保健指導の実施率の

向上を図るとともに、健康・医療情報等を活用したデータヘルス計画に

基づき、保健・福祉部門等関係部局、関係機関との連携を図りつつ健康診

な活用を促進すること。

また、柔道整復師等の施術における保険給付の範囲等について、広報等

により柔道整復療養費等に対する被保険者の関心を高め、適正化を進め

ること。

なお、柔道整復療養費に係る医療費通知が未実施である保険者は、その

実施を図ること。

(5) 在宅医療等の推進

在宅医療等の推進については、いわゆる社会的入院の解消が課題とな

っていることを踏まえ、長期入院者の把握とともに、在宅医療等が可能

な者については、保健師の訪問活動など保健・医療・福祉関係者の協力を

得て、家庭復帰や特別養護老人ホーム、老人保健施設への入所等を推進

すること。

(6) 重複・頻回受診者対策の推進

重複・頻回受診者に対する保健師の訪問活動については、「重複・頻回

受診者に係る医療費適正化対策の推進について(通知)」(平成 10 年 8 月

5日保険発第 126号)に基づき、積極的に推進すること。

６ 保健事業

(1) 保健事業の推進

保健事業の推進については、特定健康診査・特定保健指導の実施率の

向上を図るとともに、医療費等の分析結果に基づき保健・福祉部門等関

係部局、関係機関との連携を図りつつ健康診査、保健指導、健康教育、健
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査、保健指導、健康教育、健康相談、訪問指導等効果的かつ効率的に事業

を実施すること。

(2) 直営診療施設

保険者が設置する直営診療施設については、国保の被保険者を始めと

した地域住民に対して、保健・医療・福祉の各般にわたる総合的な処遇を

行ううえで極めて重要な役割を果たすことが期待されているので、地域

住民に対する医療・健康に関する相談部門を設置するなど、総合的な機

能が発揮できるよう充実すること。

７ 事務処理の適正化

(1) 事務の効率化、標準化、広域化の推進

市町村保険者が行う事務については、国保運営方針に基づき「市町村事

務処理標準システム」の導入や連合会の活用による事務の共同実施を推進

することなどにより、効率化、標準化、広域化を図ること。

(2) 補助金申請事務等の適正化

補助金の申請等に係る事務処理については、会計実地検査等において

多数の不適正な事務処理が判明していることから、自主点検による事務

処理の適正化を図ってきたところであるが、自主点検に当たっては、毎

年度会計検査院決算検査報告による指摘事項を踏まえ通知する「国民健

康保険関係国庫補助等に係る事務処理の適正化について(通知)」等関係

通知を参考にして、適正な事務処理のために必要な体制の整備を図るこ

と。

なお、都道府県にあっては、市町村保険者の補助金申請事務及び自主

点検の内容を検証する等、適正な事務処理の確保に特に留意した指導監

康相談、訪問指導等効果的かつ効率的な施策を講ずること。

(2) 直営診療施設

保険者が設置する直営診療施設については、国保の被保険者を始めと

した地域住民に対して、保健・医療・福祉の各般にわたる総合的な処遇を

行ううえで極めて重要な役割を果たすことが期待されているので、地域

住民に対する医療・健康に関する相談部門を設置するなど、総合的な機

能が発揮できるよう充実すること。

７ 事務処理の適正化

(1) 補助金申請事務等の適正化

補助金の申請等に係る事務処理については、会計実地検査等において

多数の不適正な事務処理が判明していることから、自主点検による適正

化を実施したところであるが、今後は、「国民健康保険関係国庫補助金等

にかかる事務処理の適正化について(通知)」(平成 9年 9月 29日保険発第

124 号)等関係通知を参考にして、適正な事務処理のために必要な体制の

整備を図ること。

なお、都道府県にあっては、各保険者の補助金申請事務及び自主点検

の内容を検証する等、適正な事務処理の確保に特に留意した指導監督を

お願いする。
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督をお願いする。

また、平成 30年度から都道府県が一部の補助金の交付対象となり、交

付申請及び実績報告等を直接行うこととなるが、引き続き市町村保険者

が交付額の算定の基礎となる資料の作成を行うことから、資料確認等を

適切に行うこと。

(3) 不正及び事故の防止

不正及び事故の防止については、不正及び事故の発生を未然に防止す

るため、事務処理方式の見直し、相互牽制体制等の充実及び自主的監査

の実施等不正及び事故の防止に万全を期すこと。

また、不正及び事故が発生した場合は、速やかに都道府県に報告する

こと。

なお、都道府県にあっては、速やかに地方厚生（支）局に報告を行い、

事案の対応について協議すること。

８ 国保組合に関する重点事項

(1) 被保険者の適用については、組合規約に定める組合員の業種、住所、勤

務先の業態及び健康保険の適用除外承認手続きの確認を徹底すること。

また、定期的に被保険者資格の確認を行うなど、適正な取扱を徹底す

ること。

(2) 国保組合の特別積立金及び給付費等支払準備金は、法定額を積み立て

ること。

(3) 「国民健康保険組合における法令遵守（コンプライアンス）体制の整備

について(通知)」（平成 22年 9月 10日保国発 0910第 1号）に基づき、

法令遵守体制の整備を行い、個人情報の適正な取扱いを徹底すること。

(2) 不正及び事故の防止

不正及び事故の防止については、不正及び事故の発生を未然に防止す

るため、事務処理方式の見直し、相互牽制体制等の管理体制の充実及び

自主的監査の実施等不正及び事故の防止に万全を期すこと。

また、不正及び事故が発生した場合は、速やかに都道府県に報告する

こと。

なお、都道府県にあっては、速やかに地方厚生（支）局に報告を行い、

事案の対応について協議すること。
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９ その他

(1) 国民健康保険運営協議会の充実

国民健康保険運営協議会については、国保事業の適正かつ安定的な運

営を図るために重要な審議機関であるので、事業運営の課題・問題点を

十分に審議する等積極的に開催すること。

(2) 保険者協議会における各保険者との連携・協力

保険者協議会については、保健事業等の効率的で円滑な事業運営を図る

ため、各保険者との連携・協力に努めること。

(3) 被保険者証の個人カード化及び被保険者証と高齢受給者証の一体化の

推進

被保険者証の個人カード化については、「健康保険法施行規則の一部

を改正する省令の施行について（通知）」（平成 13 年 2 月 14 日保発第

35号）により、準備が整った保険者から順次交付することとされている

が、未実施の保険者については、被保険者証の個人カード化の検討を行

うこと。

また、国民健康保険における被保険者証と高齢受給者証の一体化を推

進すること。

(4) 情報開示

レセプト開示については、「診療報酬明細書等の被保険者への開示に

ついて(通知)」(平成 17 年 3 月 31 日保発第 0331007 号)に基づき行うこ

と。

８ その他

(1) 国民健康保険運営協議会の充実

国民健康保険運営協議会については、国保事業の適正かつ安定的な運

営を図るために重要な審議機関であるので、事業運営の課題・問題点を

十分に審議する等積極的に開催すること。

(2) 保険者協議会における各保険者との連携・協力

保険者協議会については、保健事業等の効率的で円滑な事業運営を図る

ため、各保険者との連携・協力に努めること。

(3) 被保険者証の個人カード化の推進

被保険者証の個人カード化については、「健康保険法施行規則の一部

を改正する省令の施行について（通知）」（平成 13 年 2 月 14 日保発第

35号）により、準備が整った保険者から順次交付することとされている

が、未だ未実施の保険者については、被保険者証の個人カード化の検討

を行うこと。

(4) 情報開示

レセプト開示については、「診療報酬明細書等の被保険者への開示に

ついて(通知)」(平成 17 年 3 月 31 日保発第 0331007 号)に基づき行うこ

と。
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（この項は、８に記載）

第２ 連合会に関する事項

１ 審査の充実強化

レセプトの審査支払事務については、審査専門部会の審査対象の拡大、

事務点検期間及び審査委員会における審査期間の延長などにより事務共助

の充実及び審査体制を拡充し、審査を充実・強化すること。また、審査支払

事務の効率化に努めること。

２ 保険者支援

(1) 保険者事務共同電算処理事業等の充実・強化

保険者事務共同電算処理事業及び第三者行為求償事務共同事業につい

ては、保険者の事務処理の効率化等を図るため充実・強化すること。

(5) 国民健康保険組合に関する重点事項

① 被保険者の適用については、組合規約に定める組合員の業種、住所、

勤務先の業態及び健康保険の適用除外承認手続きの確認を徹底する

こと。

また、定期的に被保険者資格の確認を行うなど、適正な取扱を徹底

すること。

② 「国民健康保険組合における法令遵守（コンプライアンス）体制の

整備について(通知)」（平成 22 年 9月 10 日保国発 0910 第 1 号）に

基づき、法例遵守体制の整備に取り組むこと。

③ 医療費の一部負担金の無料化を是正すること。

第２ 連合会に関する事項

１ 審査の充実強化

レセプトの審査支払事務については、審査専門部会の審査対象の拡大、

事務点検期間及び審査委員会における審査期間の延長などにより事務共助

の充実及び審査体制を拡充し、審査を充実・強化すること。

また、レセプトの電子化に伴い審査支払事務の効率化に努めること。

２ 保険者支援

(1) 保険者事務共同電算処理事業等の充実・強化

保険者事務共同電算処理事業及び第三者行為求償事務共同事業につい

ては、保険者の事務処理の効率化等を図るため充実・強化すること。
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(2) 医療費分析等の充実・活用

医療費分析等については、保険者において医療費等の分析結果に基づく

効果的な保健事業の実施を図るため、疾病統計及び重複・頻回受診者リス

ト等の充実を図るとともにその活用方法の教示等を行うこと。

なお、疾病統計等については、保険者にとって有効かつ必要なものとな

っているか活用状況を把握し、的確な情報を提供するとともに電算事務の

効率化を推進すること。

(3) レセプト点検調査の支援

レセプト点検調査の支援については、保険者におけるレセプト点検調査

の内容点検の充実を図るため、保険者の実態に応じたレセプト点検調査に

係る研修及び内容点検を的確に行うための情報提供等積極的な支援を行

うこと。

(4) 保健事業の支援

保健事業の支援については、特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施

を図るとともに、保険者における保健事業の推進を図るため、健診結果デ

ータ等を活用して各保険者の実態に応じた効果的な保健事業の企画、評

価、調査・研究など、各種の施策の支援を行うとともに保健師活動を充実

すること。

また、保険者が行う保健・福祉事業との連携に配意した保健事業の展開

に対する支援等にも配意すること。

(2) 医療費分析等の充実・活用

医療費分析等については、保険者において医療費等の分析結果に基づく

効果的な保健事業の実施を図るため、疾病統計及び重複・頻回受診者リス

ト等の充実を図るとともにその活用方法の教示等を行うこと。

なお、疾病統計等については、保険者にとって有効かつ必要なものとな

っているか活用状況を把握し、的確な情報を提供するとともに電算事務の

効率化を推進すること。

(3) レセプト点検調査の支援

レセプト点検調査の支援については、保険者におけるレセプト点検調査

の内容点検の充実を図るため、保険者の実態に応じたレセプト点検調査に

係る研修及び内容点検を的確に行うための情報提供等積極的な支援を行

うこと。

(4) 保健事業の支援

保健事業の支援については、特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施

を図るとともに、保険者における保健事業の推進を図るため、健診結果デ

ータ等を活用して各保険者の実態に応じた効果的な保健事業の企画、評

価、調査・研究など、各種の施策の支援を行うとともに保健師活動を充実

すること。

また、保険者が行う保健・福祉事業との連携に配意した保健事業の展開

に対する支援等にも配意すること。

(5) 在宅医療等の推進支援

在宅医療等の推進支援については、長期入院者のうち、必ずしも入院治
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(5) 保険料（税）収納率向上対策の支援

連合会の保険料（税）収納率向上アドバイザーを活用して、保険者に対

して長期滞納・収納困難事案への対応方法の相談及び職員研修による職員

の資質向上等収納率向上のための保険者支援を行うこと。

(6) その他保険者事務の共同実施への支援

国保運営方針に市町村保険者事務の共同実施が盛り込まれている場合

は、その実施について積極的に支援すること。

(7) 小規模保険者等への支援

連合会が行う共同事業については、特に、小規模保険者等に対する実効

ある支援等を行うこと。

また、レセプト点検専門員を設置し、小規模保険者等のレセプト点検事

務の支援を行うこと。

３ その他

(1) 審査支払事務の受託環境の整備

審査コストの見える化のために複式簿記の導入を検討するなど、連合会

の非会員である保険者が連合会に審査支払の委託を行うことができる環

境整備を図ること。

(2) 審査の適正化

審査の質の向上に向けた診療報酬適正化連絡協議会等の設置及び情報

療を必要としないと思われる者の在宅医療等の推進を図るため、必要な各

種情報の提供など、保険者の支援を行うこと。

(6) 保険料（税）収納率向上対策の支援

連合会の保険料（税）収納率向上アドバイザーを活用して、保険者に対

して長期滞納・収納困難事案への対応方法の相談及び職員研修による職員

の資質向上等収納率向上のための保険者支援を行うこと。

(7) その他保険者事務の共同実施への支援

広域化等支援方針に市町村保険者事務の共同実施が盛り込まれている

場合は、その実施について積極的に支援すること。

(8) 小規模保険者等への支援

上記２及び連合会が行う共同事業については、特に、小規模保険者等に

対する実効ある支援等を行うこと。

また、レセプト点検専門員を設置し、小規模保険者等のレセプト点検事

務の支援を行うこと。

３ その他

(1) 審査支払事務の受託環境の整備

審査コストの見える化のために複式簿記の導入を検討するなど、連合会

の非会員である保険者が連合会に審査支払の委託を行うことができる環

境整備を図ること。

(2) 審査の適正化

審査の質の向上に向けた診療報酬適正化連絡協議会等の設置及び情報
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提供等の取組を積極的に推進すること。

(3) 個人情報保護の徹底

連合会が扱う個人情報については、個人情報保護法及び「国民健康保険

団体連合会等における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」（平

成 29年 4月 14日付け個情第 541号・保発 0414第 10号）に基づき個人情

報保護を徹底すること。

(4) 事務の改善等

連合会における不正及び事故の防止については、第１の７の(3)に準じ

て実施すること。

提供等の取組を積極的に推進すること。

(3) 個人情報保護の徹底

連合会が扱う個人情報については、個人情報保護法及び「国民健康保険

団体連合会における個人情報保護の適切な取扱いのためのガイドライン

について」（平成 17年 9月 15日保発第 0915003号）に基づき個人情報保

護を徹底すること。

(4) 事務の改善等

連合会における不正及び事故の防止については、第１の７の(2)に準じ

て実施すること。
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新 旧 対 照 表

改 正 後 現 行

別添

国民健康保険の指導監督実施要領

都道府県における国民健康保険の市町村保険者（特別区を含む。以下同じ。）及び

国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）並びに国民健康保険団体連合会(以

下「連合会」という。)に対する指導監督は、次の手順で実施すること。

第一 一般指導監督の実施手順

１ 一般指導監督の事前準備

(1) 一般指導監督を担当する職員は、事前に指導監督事項について綿密な検

討を加え指導監督の実効を期すること。

(2) 一般指導監督の実施に当たっては、指導監督の対象となる保険者又は連

合会に対し、その期日、指導監督を担当する職員の氏名その他必要な事項

を事前に通知すること。

(3) 一般指導監督の効果的実施を期するため、必要に応じあらかじめ必要資

料の整備を行わせること。

２ 保険者（市町村保険者及び国保組合）に関する事項

(1) 事業計画

① 市町村保険者の事業計画に、都道府県が定めた国民健康保険運営方針（以

下「国保運営方針」という。）が反映されているか。

別添

国民健康保険の指導監督実施要領

都道府県における国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会(以下

「連合会」という。)に対する指導監督は、次の手順で実施すること。

第一 一般指導監督の実施手順

１ 一般指導監督の事前準備

(1) 一般指導監督を担当する職員は、事前に指導監督事項について綿密な

検討を加え指導監督の実効を期すること。

(2) 一般指導監督の実施に当たっては、指導監督の対象となる保険者又は

連合会に対し、その期日、指導監督を担当する職員の氏名その他必要な

事項を事前に通知すること。

(3) 一般指導監督の効果的実施を期するため、必要に応じあらかじめ必要

資料の整備を行わせること。

２ 保険者に関する一般指導監督

(1) 事業計画

① 事業計画に、都道府県が定めた広域化等支援方針が反映されている

か。
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② 国民健康保険事業に必要な諸資料、諸統計は、整備分析されているか。

③ 事業計画は事業運営の実情を踏まえた内容（重点事項や目標設定）とさ

れ、具体的な実施体制及び方法等が明確にされているか。

④ 計画された事業は予算に反映されているか。

(2) 予算の適否

① 国庫支出金又は都道府県支出金が過大に見積られていないか。

② 予算の収支を合わせるため、保険料（税）や特別調整交付金などの安定

的でなく、確実性のない歳入を過大に計上していないか。

③ 当職が示す予算編成に当たっての留意事項について等に基づく推計を行

っているか。（療養給付費等が過小に見積もられていないか。）

④ 国民健康保険事業として適当でない経費が歳出予算に計上されていない

か。(特に、分担金、交付金、交際費、諸謝金等について)

⑤ 保健事業に関する事業計画及びこれに要する経費の計上は適正か。(一

般住民を対象とする事業の経費を国民健康保険特別会計で支弁していな

いか。また、支弁している場合の財源の措置はどうか。)

⑥ 赤字がある保険者にあっては、赤字削減・解消計画に基づき財政再建の

ため予算措置が講じられているか。

(3) 予算執行の適否

① 国庫支出金の受入科目及び受入年度に誤りはないか。

② 過誤払金等の戻入又は返還の措置は適正か。

③ 保険給付費の支払は適正か。(連合会への支払、現金給付の支払)

④ 総務費の支出内容は適正か。(国民健康保険事業に関係のない旅費、需用

費の支出はないか。)

⑤ 歳入、歳出関係の帳票、証拠書類の整備は適正か。

② 国民健康保険事業に必要な諸資料、諸統計は、整備分析されているか。

③ 事業計画は事業運営の実情を踏まえた内容（重点事項や目標設定）と

され、具体的な実施体制及び方法等が明確にされているか。

④ 計画された事業は予算に反映されているか。

(2) 予算の適否

① 国庫支出金又は都道府県支出金が過大に見積られていないか。

② 予算の収支を合わせるため、保険料（税）や特別調整交付金などの安

定的でなく、確実性のない歳入を過大に計上していないか。

③ 厚生労働省が示す予算編成方針等に基づく推計を行っているか。（療

養給付費等が過小に見積もられていないか。）

④ 国民健康保険事業として適当でない経費が歳出予算に計上されてい

ないか。(特に、分担金、交付金、交際費、諸謝金等について)

⑤ 保健事業に関する事業計画及びこれに要する経費の計上は適正か。

(一般住民を対象とする事業の経費を国民健康保険特別会計で支弁し

ていないか。また、支弁している場合の財源の措置はどうか。)

⑥ 累積赤字がある保険者にあっては、財政再建のため予算措置が講じら

れているか。

(3) 予算執行の適否

① 国庫支出金の受入科目及び受入年度に誤りはないか。

② 過誤払金等の戻入又は返還の措置は適正か。

③ 保険給付費の支払は適正か。(連合会への支払、現金給付の支払)

④ 総務費の支出内容は適正か。(国民健康保険事業に関係のない旅費、需

用費の支出はないか。)

⑤ 歳入、歳出関係の帳票、証拠書類の整備は適正か。
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(4) 赤字削減・解消計画の適否

① 予算に反映されているか。

② 保険料（税）の設定は適正か。

③ 保険料収納率向上対策及び医療費適正化対策は適正に計画されている

か。

(5) 適用事務処理の適否

① 被保険者の適用は、適正に行われているか。また、世帯の認定（特に擬

制世帯）は的確に行われているか。

② 国民年金被保険者情報等を活用して、正確で迅速な事務処理に努めてい

るか。

③ 退職被保険者の適用に当たっては、年金受給者一覧表等を活用し、早期

把握に努めているか。

④ 退職被保険者の被扶養者の適用については、職権適用を実施する等適正

化の推進に努めているか。

⑤ 退職被保険者の遡及に伴う療養給付負担金及び療養給付費交付金の振替

整理簿の取扱は適正か。

⑥ 外国人の適用は適正か。

⑦ 居所不明被保険者の資格喪失確認は、適正に行われているか。

⑧ 適用の適正化月間を設け、適用の適正化調査を実施しているか。

⑨ 被保険者資格の遡及適用は適正に実施されているか。

(6) 保険料（税）賦課の適否

① 被保険者の所得の把握は適正か。

② 申告のない世帯及び保険料（税）軽減世帯に対する所得調査は適正か。

(4) 赤字解消計画の適否

① 予算に反映されているか。

② 保険料（税）の設定は適正か。

③ 保険料収納率向上対策及び医療費適正化対策は適正に計画されてい

るか。

(5) 適用事務処理の適否

① 被保険者の適用は、適正に行われているか。また、世帯の認定（特に

擬制世帯）は的確に行われているか。

② 国民年金被保険者情報等を活用して、正確で迅速な事務処理に努めて

いるか。

③ 外国人の適用は適正か。

④ 退職被保険者の適用に当たっては、年金受給者一覧表等を活用し、早

期把握に努めているか。

⑤ 退職被保険者の被扶養者の適用については、職権適用を実施する等適

正化の推進に努めているか。

⑥ 退職被保険者の遡及に伴う療養給付負担金及び療養給付費交付金の

振替整理簿の取扱は適正か。

⑦ 居所不明者の資格喪失確認は、適正に行われているか。

⑧ 適用の適正化月間を設け、適用の適正化調査を実施しているか。

⑨ 被保険者資格の遡及適用は適正に実施されているか。

(6) 保険料（税）賦課の適否

① 被保険者の所得の把握は適正か。

② 申告のない世帯及び保険料（税）軽減世帯に対する所得調査は適正か。
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③ 都道府県が定めた国保運営方針等に基づき適正に賦課されているか。

④ 法令及び条例に基づく賦課が確実に行われているか。

⑤ 賦課にあたり、不服申立ができる旨の教示が行われているか。

(7) 保険料（税）収納対策の適否

① 目標収納率達成のための徴収計画は適正に立てられているか。

② 口座振替の推進等納期内納入の促進策は、講じられているか。

③ 滞納者対策は適正に実施されているか。

(ｱ) 止むを得ない事情による滞納者や多重債務者へのきめ細かな納付相

談を実施しているか。

(ｲ) 短期被保険者証及び被保険者資格証明書の交付は適正に行われると

ともに、滞納者対策に有効に活用されているか。

(ｳ) 悪質な滞納者に対する財産調査や滞納処分は適切に行われている

か。

(ｴ) 延滞金の調定は適正に行われているか。

(ｵ) 滞納繰越分について不適切な不納欠損処分が行われていないか。ま

た、必要な債権保全の措置がなされているか。

④ 全庁体制での取組や嘱託員の採用等、徴収体制の整備に努めているか。

⑤ 有効な収納対策の検討及び実施に努めているか。

(8) 医療費適正化対策の適否

① 医療費が著しく高額な市町村保険者の医療費適正化対策については、国

保運営方針を踏まえた医療費適正化対策となっているか。

② 連合会と連携して医療費分析に取り組むとともに、連合会から提供され

る医療費に係る諸統計資料を医療費適正化対策に活用しているか。

③ 診療報酬明細書(以下「レセプト」という。)の点検調査の実施計画は適

③ 賦課方式、賦課割合の設定は適正か。

④ 法令及び条例に基づく賦課が確実に行われているか。

⑤ 賦課にあたり、不服申立ができる旨の教示が行われているか。

(7) 保険料（税）収納対策の適否

① 目標収納率達成のための徴収計画は適正に立てられているか。

② 口座振替の推進等納期内納入の促進策は、講じられているか。

③ 滞納者対策は適正に実施されているか。

(ｱ) 止むを得ない事情による滞納者や多重債務者へのきめ細かな納付

相談を実施しているか。

(ｲ) 短期被保険者証及び被保険者資格証明書の交付は適正に行われる

とともに、滞納者対策に有効に活用されているか。

(ｳ) 悪質な滞納者に対する財産調査や滞納処分は適切におこなわれて

いるか。

(ｴ) 延滞金の調定は適正に行われているか。

(ｵ) 滞納繰越分について不適切な不納欠損処分が行われていないか。

また、必要な債権保全の措置がなされているか。

④ 全庁体制での取組や嘱託員の採用等、徴収体制の整備に努めているか。

⑤ 有効な収納対策の検討及び実施に努めているか。

(8) 医療費適正化対策の適否

① 医療費が著しく高額な市町村保険者の医療費適正化対策については、

広域化等支援方針を踏まえた医療費適正化対策となっているか。

② 連合会と連携して医療費分析に取り組むとともに、連合会から提供さ

れる医療費に係る諸統計資料を医療費適正化対策に活用しているか。

③ 診療報酬明細書等の点検調査の実施計画は適正か。
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正か。

④ レセプト点検調査は、連合会のレセプト審査機能を活用する等、効果的、

効率的に行われているか。

(ｱ) 資格点検は適正に行われているか。

(ｲ) 縦覧点検は実施されているか。

(ｳ) 第三者行為・給付制限に係る調査は実施されているか。

(ｴ) 請求点数の点検を行い、必要なものには検算を実施しているか。

⑤ レセプト点検調査を自己審査している保険者にあっては、審査内容は適

正か。

⑥ レセプト点検調査の結果、不正不当のものが発見された場合の取扱いは

的確に行われているか。

⑦ 医療費通知で柔道整復師の施術に関する内容を通知しているか。

⑧ 柔道整復等の施術における保険給付の範囲について周知を図っている

か。

⑨ 第三者行為に伴う傷病届の提出等について、被保険者等への周知・広報

等を実施しているか。

⑩ 後発医薬品希望カード等の配布は、実施されているか。

⑪ 後発医薬品の差額通知は、実施されているか。

⑫ 重複・頻回受診者への保健師による巡回指導は実施されているか。また、

重複・多剤投与者に対する通知、訪問・指導等は実施されているか。

(9) 保健事業の実施状況等の適否

① 保健事業の実施計画(データヘルス計画)の策定、実施及び評価が行われ

ているか。

② 特定健康診査・特定保健指導の実施率向上に努めているか。

③ 上記②以外の保健事業は、地域性や健康課題など、保険者の特性に応じ

④ 診療報酬明細書等の点検調査は、連合会のレセプト審査機能を活用す

る等、効果的、効率的に行われているか。

(ｱ) 資格点検は適正に行われているか。

(ｲ) 縦覧点検は実施されているか。

(ｳ) 第三者行為・給付制限に係る調査は実施されているか。

(ｴ) 請求点数の点検を行い、必要なものには検算を実施しているか。

⑤ 診療報酬明細書等を自己審査している保険者にあっては、審査内容は

適正か。

⑥ 診療報酬明細書等の点検調査の結果、不正不当のものが発見された場

合の取扱いは的確に行われているか。

⑦ 後発医薬品希望カードの配布は、実施されているか。

⑧ 後発医薬品の差額通知は、実施されているか。

⑨ 医療費通知で柔道整復師の施術に関する内容を通知しているか。

⑩ 柔道整復等の施術における保険給付の範囲について周知を図ってい

るか。

⑪ 連合会が提供する長期入院患者の資料を活用して、在宅医療の推進に

努めているか。

⑫ 重複・頻回受診者への保健師による巡回指導は実施されているか。

(9) 保健事業の実施状況等の適否

① 特定健康診査・特定保健指導の実施率向上に努めているか。

② 上記①以外の保健事業は、地域性や健康課題など、保険者の特性に応
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て計画され、円滑に実施されているか。

④ 保健事業の計画及び実施に当たっては、保健師が参画しているか。市町

村の国民健康保険担当部署に保健師が配置されていない場合には、当該市

町村の他の部署に配属されている保健師の協力は得られているか。

⑤ 直営診療施設に係るもの

(ｱ) 市町村条例に病院（診療所）を設置することを規定したうえで、病院

（診療所）設置条例を定めているか。

(ｲ) 地域における医療の確保を前提としつつ、直営診療施設の経営合理化

の努力が払われているか。また、累積赤字を有する施設の赤字解消計画

は適正に策定されているか。

(ｳ) 休廃止した施設の届出は、適正に行われているか。

(10) 事務処理等の適否

① 市町村保険者は、国保運営方針に基づき、事務の標準化、効率化、広域

化が行われているか。

② 保険給付事務処理の適否

(ｱ) 現金給付(療養費、出産育児一時金等)の支給は適正か。

(ｲ) 支給決定決議者と払渡し者の身分は区分されているか。

(ｳ) 審査請求のできる旨の教示は行われているか。

③ 事務の執行に要する費用の適否

(ｱ) 職員の配置、事務分掌は適正か。（事務量に見合った職員数、国民健康

保険業務が複数部署に分かれている場合の各部署間の連絡体制等）

(ｲ) 他会計の事務を兼ねている者の給与費等の負担割合は適正か。

(ｳ) 事務費（国民健康保険の事務に要する経費）により取得した物品の管

理は適正に行われているか。また、有効に使用されているか。

(ｴ) 事務を改善合理化する余地はないか。

じて計画され、円滑に実施されているか。

③ 保健事業の計画及び実施に当たっては、保健師が参画しているか。市町

村の国民健康保険担当部署に保健師が配置されていない場合には、当該

市町村の他の部署に配属されている保健師の協力は得られているか。

④ 直営診療施設に係るもの

(ｱ) 市町村条例に病院（診療所）を設置することを規定したうえで、病院

（診療所）設置条例を定めているか。

(ｲ) 地域における医療の確保を前提としつつ、直営診療施設の経営合理

化の努力が払われているか。また、累積赤字を有する施設の赤字解消

計画は適正に策定されているか。

(ｳ) 休廃止した施設の届出は、適正に行われているか。

(10) 補助金申請事務等の適否
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④ 補助金算出の基礎となる数値等は適正か。

⑤ 交付申請書のチェック体制は適正か。

(ｱ) 補助金の交付要綱、交付基準については、担当者以外による再確認

を実施しているか。

(ｲ) 交付申請書の記載内容（基礎資料からの転記等）を担当者以外がチ

ェックしているか。

特に、退職被保険者の振替整理簿との整合を確認しているか。

⑥ 補助金等の交付を受けて取得した財産の処分は、「厚生労働省所管一般会

計補助金等に係る財産処分承認基準」に基づき、適正な事務手続きが行わ

れているか。

⑦ 国保組合の場合は、事務費負担金の対象費用に他会計で支弁すべき経費

等補助対象外のものが含まれていないか。

⑧ 不正事故防止対策として、服務規律に関する職員研修等の実施、経理出

納事務等における相互牽制体制等の管理体制の強化及び自主的監査は行

われているか。

(11) 国保組合に関する重点事項

① 組合員資格の確認の徹底

(ｱ) 加入申込時に、加入申込者の従事している業種及び住所を確認してい

るか。

(ｲ) 加入申込時に、加入申込者が本来健康保険の適用を受けるべき者かど

うかの確認をしているか。

(ｳ) 加入申込時に、加入申込者の勤務する事業所の形態や状況を確認して

いるか。

(ｴ) 上記(ｱ)から(ｳ)において、客観的な証拠書類を確認しているか。

(ｵ) 定期的に組合員資格の再確認をおこなっているか。

① 補助金算出の基礎となる数値等は適正か。

② 交付申請書のチェック体制は適正か。

(ｱ) 補助金の交付要綱、交付基準については、担当者以外による再確

認を実施しているか。

(ｲ) 交付申請書の記載内容（基礎資料からの転記等）を担当者以外が

チェックしているか。

特に、退職被保険者の振替整理簿との整合を確認しているか。

③ 国民健康保険組合の場合は、事務費負担金の対象費用に他会計で支弁

すべき経費等補助対象外のものが含まれていないか。

(11) 国民健康保険組合に関する重点事項

① 組合員資格の確認の徹底

(ｱ) 加入申込時に、加入申込者の従事している業種及び住所を確認して

いるか。

(ｲ) 加入申込時に、加入申込者が本来健康保険の適用を受けるべき者か

どうかの確認をしているか。

(ｳ) 加入申込時に、加入申込者の勤務する事業所の形態や状況を確認し

ているか。

(ｴ) 上記(ｱ)から(ｳ)において、客観的な証拠書類を確認しているか。

(ｵ) 定期的に組合員資格の再確認をおこなっているか。
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(ｶ) 組合員資格の再確認は、上記(ｱ)から(ｴ)に準じて適正に行われている

か。

② 国保組合の特別積立金及び給付費等支払準備金は、法定額が積み立てら

れているか。

③ 法令遵守（コンプライアンス）体制の整備

(ｱ) 法令遵守体制の整備に関する基本方針を策定しているか。

(ｲ) 法令遵守担当理事を選任しているか。また、支部において、法令遵守

担当責任者を配置しているか。

(ｳ) 出張所との業務委託契約に法令遵守に関する事項が明記されている

か。

(ｴ) 法令遵守のための具体的実践計画を策定しているか。

(ｵ) 法令遵守マニュアルを策定しているか。

(ｶ) 法令遵守について役職員に周知徹底しているか。

(12) その他

（この項は、２－(10)②に記載）

（この項は、２－(10)③に記載）

(ｶ) 組合員資格の再確認は、上記(ｱ)から(ｴ)に準じて適正に行われてい

るか。

② 法令遵守（コンプライアンス）体制の整備

(ｱ) 法令遵守体制の整備に関する基本方針を策定しているか。

(ｲ) 法令遵守担当理事を選任しているか。また、支部において、法令遵

守担当責任者を配置しているか。

(ｳ) 出張所との業務委託契約に法令遵守に関する事項が明記されてい

るか。

(ｴ) 法令遵守のための具体的実践計画を策定しているか。

(ｵ) 法令遵守マニュアルを策定しているか。

(ｶ) 法令遵守について役職員に周知徹底しているか。

③ 一部負担金を実質無料化していないか。

(12) その他

① 保険給付事務処理の適否

(ｱ) 現金給付(療養費、出産育児一時金等)の支給は適正か。

(ｲ) 支給決定決議者と払渡し者の身分は区分されているか。

(ｳ) 審査請求のできる旨の教示は行われているか。

② 事務の執行に要する費用の適否

(ｱ) 職員の配置、事務分掌は適正か。（事務量に見合った職員数、国民健

康保険業務が複数部署に分かれている場合の各部署間の連絡体制等）

(ｲ) 他会計の事務を兼ねている者の給与費等の負担割合は適正か。

(ｳ) 事務費（国民健康保険の事務に要する経費）により取得した物品の

管理は適正に行われているか。また、有効に使用されているか。
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（この項は、２－(10)⑥に記載）

① 国民健康保険運営協議会は、適切に開催されているか。

② 保険者協議会における各保険者との連携・協力について

保健事業等の効率的で円滑な事業運営を図るため、各保険者との連携・

協力に努めているか。

③ 被保険者証の個人カード化及び被保険者証と高齢受給者証の一体化が

未実施の保険者については、実施に向けた検討を行っているか。

（この項は、２－(10)⑧に記載）

④ 個人情報保護及びレセプト開示状況については、個人情報保護法、条例

及び個人情報保護に関する指針等に則り、適切に取り扱われているか。

⑤ マイナンバーを利用した情報連携においてセキュリティの確保につい

て適正に行っているか。

３ 連合会に関する事項

(1) 審査事務の適否

① 点検内容が職員によって片寄っていないか。また、片寄らないような措

置が講じられているか。

② 事故内容を数量的に把握しているか。また、社会保険診療報酬支払基金

における状況との比較において、問題はないか。

(ｴ) 事務を改善合理化する余地はないか。

③ 財産の処分の適否

補助金等の交付を受けて取得した財産の処分は、「厚生労働省所管一

般会計補助金等に係る財産処分承認基準」に基づき、適正な事務手続

きが行われているか。

④ 国民健康保険運営協議会は、適切に開催されているか。

⑤ 保険者協議会における各保険者との連携・協力について

保健事業等の効率的で円滑な事業運営を図るため、各保険者との連

携・協力に努めているか。

⑥ 被保険者証の個人カード化が未実施の保険者については、実施に向け

た検討を行っているか。

⑦ 不正事故防止対策として、服務規律に関する職員研修等の実施、経理

出納事務等における相互牽制体制等の管理体制の強化及び自主的監査

は行われているか。

⑧ 個人情報保護及びレセプト開示状況については、個人情報保護法、条

例及び個人情報保護に関する指針等に則り、適切に取り扱われている

か。

３ 連合会に関する事項

(1) 審査事務の適否

① 点検内容が職員によって片寄っていないか。また、片寄らないような

措置が講じられているか。

② 事故内容を数量的に把握しているか。また、社会保険診療報酬支払基

金における状況との比較において、問題はないか。
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(2) 保険者支援の適否

① 保険者事務共同電算処理事業及び第三者行為求償事務共同事業は、保険

者の事務処理の効率化等を図る内容となっているか。

② 医療費分析等が充実し活用されているか。

③ レセプト点検調査に係る研修や情報提供が十分に行われているか。

④ 特定健康診査・特定保健指導やその他の保健事業に関する支援等が積極

的に行われているか。

⑤ 保険料（税）収納率向上アドバイザーを活用した保険者支援を実施して

いるか。

⑥ 国保運営方針を踏まえ、事務の共同実施に関する支援等が積極的に行わ

れているか。

⑦ 小規模保険者等への支援は、小規模保険者等の実態に合ったものとなっ

ているか。

(3) 事務処理の適否

① 出納事務は、出納事務に関する規定等に従い厳正に行われているか。

② 支払事務が特定の職員に限られていないか。（内部牽制の効果に配慮さ

れているか。）

③ 公印及び預金通帳等の保管・管理は適正に行われているか。

④ 効率的な資金運用が行われているか。（会計口座間の資金移動は特別な

事情に限られているか。）

⑤ 現金の保管は規約に基づいた適正な取扱いとなっているか。

⑥ 審査委員会の状況(診療内容の統計的把握、委員会の構成等)は、適

切に行われているか。

(2) 保険者支援の適否

① 保険者事務共同電算処理事業及び第三者行為求償事務共同事業は、保

険者の事務処理の効率化等を図る内容となっているか。

② 医療費分析等が充実し活用されているか。

③ レセプト点検調査に係る研修や情報提供が十分に行われているか。

④ 特定健康診査・特定保健指導やその他の保健事業に関する支援等が積

極的に行われているか。

⑤ 在宅医療の推進を図るために必要な情報提供等の支援が行われてい

るか。

⑥ 保険料（税）収納率向上アドバイザーを活用した保険者支援を実施し

ているか。

⑦ 広域化等支援方針を踏まえ、事務の共同実施に関する支援等が積極的

に行われているか。

⑧ 小規模保険者等への支援は、小規模保険者等の実態に合ったものとな

っているか。

(3) 事務処理の適否

① 出納事務は、出納事務に関する規定等に従い厳正に行われているか。

② 支払事務が特定の職員に限られていないか。（内部牽制の効果に配慮

されているか。）

③ 公印及び預金通帳等の保管・管理は適正に行われているか。

④ 効率的な資金運用が行われているか。（会計口座間の資金移動は特別

な事情に限られているか。）

⑤ 現金の保管は規約に基づいた適正な取扱いとなっているか。

⑥ 審査委員会の状況(診療内容の統計的把握、委員会の構成等)は、適

切に行われているか。
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⑦ 内部自治監査は定期的に実施しているか。（監査法人等の外部監査を含

む。）

⑧ 関係金融機関との連携がとられているか。(残高証明発行や不審な取引

があった場合の情報提供等)

(4) その他

① 審査コストの見える化のために複式簿記の導入を検討するなど、連合会

の非会員である保険者が連合会に審査支払を行うことができる環境整備

をはかっているか。

② 審査の質の向上に向けた診療報酬適正化連絡協議会等の設置及び情報

提供等の取組を積極的に推進しているか。

③ 個人情報保護については、個人情報保護法及びガイダンスに則り、適切

に取り扱われているか。

４ 一般指導監督結果の措置

(1) 講評及び口頭指示（一般指導監督の対象が市町村保険者の場合は「講評」

という。以下同じ。）

一般指導監督の終了後、関係職員に対し講評及び必要な指示を行うこと。

(2) 一般指導監督の復命

一般指導監督を担当した職員は、帰庁後速やかに指導監督結果についての

指導監督復命書を作成し、都道府県知事に提出するものとする。復命書に

は、事業状況についての指導監督を担当した職員の意見及びこれに対する

対象保険者等の見解、要望等を記載するものとすること。

(3) 一般指導監督結果の検討及び措置

⑦ 内部自治監査は定期的に実施しているか。（監査法人等の外部監査を

含む。）

⑧ 関係金融機関との連携がとられているか。(残高証明発行や不審な取

引があった場合の情報提供等)

(4) その他

① 審査コストの見える化のために複式簿記の導入を検討するなど、連合

会の非会員である保険者が連合会に審査支払を行うことができる環境

整備をはかっているか。

② 審査の質の向上に向けた診療報酬適正化連絡協議会等の設置及び情

報提供等の取組を積極的に推進しているか。

③ 個人情報保護については、個人情報保護法及びガイドラインに則り、

適切に取り扱われているか。

４ 一般指導監督結果の措置

(1) 講評及び口頭指示（一般指導監督の対象が市町村保険者の場合は「講評」

という。以下同じ。）

一般指導監督の終了後、関係職員に対し講評及び必要な指示を行うこと。

(2) 一般指導監督の復命

一般指導監督を担当した職員は、帰庁後速やかに指導監督結果について

の指導監督復命書を作成し、都道府県知事に提出するものとする。復命

書には、事業状況についての指導監督を担当した職員の意見及びこれに

対する対象保険者等の見解、要望等を記載するものとすること。

(3) 一般指導監督結果の検討及び措置
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一般指導監督の結果については、綿密に検討してその問題点を明らかに

し、これを速やかに解消するため、保険者及び連合会がとるべき措置を具体

的に決定すること。

(4) 一般指導監督結果の指示及び確認

① 保険者及び連合会に対する一般指導監督結果の指示は、前項の検討に基

づき指示すべき事項の内容及びこれに対する具体的な改善方法を文書を

もつて速やかに行うこと。（一般指導監督の対象が市町村保険者の場合は、

市町村保険者がとるべき具体的措置や方法等について、技術的な助言又は

勧告を文書をもって速やかに行うこと。）

② 指示事項に対する是正改善の状況等は、期限を付して報告を求めるこ

と。

５ 厚生労働省に対する報告

(1) 保険者(市町村保険者及び国保組合)及び連合会の一般指導監督の実施結果

について様式１により、一般指導監督実施年度の翌年度の 4 月末日までに地

方厚生(支)局に報告すること。

(2) 保険者(市町村保険者及び国保組合)及び連合会の一般指導監督の結果、国

庫補助金の申請内容に不正不当の事実を発見したときは、直ちに様式２により

報告するとともに国庫補助金の実績報告書の訂正報告書、事故の内容、事由を

明らかにしたてん末書を提出させ、これに都道府県の意見書を付して厚生労働

大臣あて提出すること。

一般指導監督の結果については、綿密に検討してその問題点を明らかに

し、これを速やかに解消するため、保険者及び連合会がとるべき措置を

具体的に決定すること。

(4) 一般指導監督結果の指示及び確認

① 保険者及び連合会に対する一般指導監督結果の指示は、前項の検討に

基づき指示すべき事項の内容及びこれに対する具体的な改善方法を文

書をもつて速やかに行うこと。（一般指導監督の対象が市町村保険者の

場合は、市町村保険者がとるべき具体的措置や方法等について、技術的

な助言又は勧告を文書をもって速やかに行うこと。）

② 指示事項に対する是正改善の状況等は、期限を付して報告を求めるこ

と。

５ 厚生労働省に対する報告

(1) 保険者及び連合会の一般指導監督の実施結果について別紙様式１によ

り、一般指導監督実施年度の翌年度の 4 月末日までに地方厚生(支)局に報

告すること。

(2) 保険者及び連合会の一般指導監督の結果、国庫補助金の申請内容に不正

不当の事実を発見したときは、直ちに別紙様式２により報告するとともに国

庫補助金の実績報告書の訂正報告書、事故の内容、事由を明らかにしたてん

末書を提出させ、これに都道府県の意見書を付して厚生労働大臣あて提出す

ること。
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様式１

○○ 年度 一般指導監督実施状況報告書

都道府県番号 都 道 府 県 名

１．一般指導監督

保険者

番 号

保険者

名

実施年

月 日

指 摘 事 項

指摘

事項
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17(その他)

市 町 村 計

国保組合計

国保連合会 (その他)

(注)１．本表は、一般指摘監督を実施した保険者等について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記３の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入すること。

様式１

平成 年度 一般指導監督実施状況報告書

都道府県番号 都 道 府 県 名

１．一般指導監督

保険者

番 号

保険者

名

実施年

月 日

指 摘 事 項

指摘

事項
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17(その他)

市 町 村 計

国保組合計

国保連合会 (その他)

(注)１．本表は、一般指摘監督を実施した保険者等について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記３の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入すること。
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２．一般指導監督の実施状況 ３．指摘事項の内容

保 険 者 数 等 指 摘 事 項

全保険者数等 実 施 数

保

険

者

1 事務執行体制の改善を要するもの

保

険

者

市 町 村 2 予算編成・執行が不適正なもの

国保組合 3 赤字削減・解消計画の実施等に関し改善を要するもの

計 4 医療費の増嵩が著しいのでその適正化を要するもの

国 保 連 合 会 5 医療費の実態の把握分析を要するもの

合 計 6 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

7 医療費通知の改善を要するもの

8 保健事業の充実を要するもの

9 保険料(税)の賦課が適正でないもの

10 保険料(税)の収納率が低い(低下が著しい)ので向上を要するもの

11 適用事務の改善を要するもの(12に該当するものを除く)

12 適用事務の改善を要するもの(退職者医療制度に関するもの)

13 広報活動の充実を要するもの

14 国庫補助金の申請事務が不適正なもの

15 保険給付事務処理が不適正なもの

16 第三者行為求償事務が不適正なもの

17 その他

連

合

会

1 審査体制の改善を要するもの

2 支払い及び資金運用が不適正なもの

3 共同事業の推進が不十分なもの

4 その他

２．一般指導監督の実施状況 ３．指摘事項の内容

保 険 者 数 等 指 摘 事 項

全保険者数等 実 施 数

保

険

者

1 事務執行体制の改善を要するもの

保

険

者

市 町 村 2 予算編成・執行が不適正なもの

国保組合 3 赤字解消計画の実施等に関し改善を要するもの

計 4 医療費の増嵩が著しいのでその適正化を要するもの

国 保 連 合 会 5 医療費の実態の把握分析を要するもの

合 計 6 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

7 医療費通知の改善を要するもの

8 保健事業の充実を要するもの

9 保険料(税)の賦課が適正でないもの

10 保険料(税)の収納率が低い(低下が著しい)ので向上を要するもの

11 適用事務の改善を要するもの(12に該当するものを除く)

12 適用事務の改善を要するもの(退職者医療制度に関するもの)

13 広報活動の充実を要するもの

14 国庫補助金の申請事務が不適正なもの

15 保険給付事務処理が不適正なもの

16 第三者行為求償事務が不適正なもの

17 その他

連

合

会

1 審査体制の改善を要するもの

2 支払い及び資金運用が不適正なもの

3 共同事業の推進が不十分なもの

4 その他
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様式２

保険者及び連合会の指導監督の結果国庫補助金の申請内容が不適正なものの報告書

県番号 県 名

番

号

保険者名又は

連合会名

実 施

年月日

補助金の

種 類
金 額 事故の内容

訂正報告書

添付の有無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

様式２

保険者及び連合会の指導監督の結果国庫補助金の申請内容が不適正なものの報告書

県番号 県 名

番

号

保険者名又は

連合会名

実 施

年月日

補助金の

種 類
金 額 事故の内容

訂正報告書

添付の有無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無
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第二 特別指導監督の実施手順

１ 特別指導監督結果の指示及び確認

(1) 保険者(市町村保険者及び国保組合)に対する特別指導監督の結果に基づ

く指示は、指示すべき事項の内容及びこれに対する具体的な改善方法を文書

をもって速やかに行うこと。（特別指導監督の対象が市町村保険者の場合は、

市町村保険者がとるべき具体的措置の方法等について、技術的な助言又は勧

告を文書をもって速やかに行うこと。）

(2) 指示事項に対する是正改善の状況等は、様式３により期限を付して報告を

求めること。

(3) 都道府県知事は、前項の是正改善の状況等を確認した場合に、これについ

て分析検討を加え、特別指導監督の効果を測定するほか、引き続いて状況の

確認を行うこと。

２ 厚生労働省に対する報告

(1) 保険者(市町村保険者及び国保組合)及び連合会の特別指導監督の実施結

果について様式４により、特別指導監督実施年度の翌年度の４月末日までに

地方厚生（支）局に報告すること。

(2) 保険者(市町村保険者及び国保組合)及び連合会の特別指導監督の結果、国

庫補助金の申請内容に不正不当の事実を発見したときは、直ちに様式２によ

り報告するとともに国庫補助金の実績報告書の訂正報告書、事故の内容、事

由を明らかにしたてん末書を提出させ、これに都道府県の意見書を付して厚

第二 特別指導監督の実施手順

１ 特別指導監督結果の指示及び確認

(1) 保険者に対する特別指導監督の結果に基づく指示は、指示すべき事項の

内容及びこれに対する具体的な改善方法を文書をもって速やかに行うこ

と。（特別指導監督の対象が市町村保険者の場合は、市町村保険者がとる

べき具体的措置の方法等について、技術的な助言又は勧告を文書をもって

速やかに行うこと。）

(2) 指示事項に対する是正改善の状況等は、別紙様式３により期限を付して

報告を求めること。

(3) 都道府県知事は、前項の是正改善の状況等を確認した場合に、これにつ

いて分析検討を加え、特別指導監督の効果を測定するほか、引き続いて状

況の確認を行うこと。

２ 厚生労働省に対する報告

(1) 保険者及び連合会の特別指導監督の実施結果について様式４により、特

別指導監督実施年度の翌年度の４月末日までに地方厚生（支）局に報告す

ること。

(2) 保険者及び連合会の特別指導監督の結果、国庫補助金の申請内容に不正

不当の事実を発見したときは、直ちに様式２により報告するとともに国庫

補助金の実績報告書の訂正報告書、事故の内容、事由を明らかにしたてん

末書を提出させ、これに都道府県の意見書を付して厚生労働大臣あて提出
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生労働大臣あて提出すること。

３ その他の必要な事項

その他特別指導監督の実施に必要な事項は、一般指導監督の実施手順に準じ

て実施すること。

すること。

３ その他の必要な事項

その他特別指導監督の実施に必要な事項は、一般指導監督の実施手順に準

じて実施すること。
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様式３

保 険 者

番 号

市 町 村 名 事務打合せ年月日 ○ ○ 年 月 日
○ 改善計画提出 年 月

○ 改善状況提出 年 月

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

(注)【改善計画の欄】 【改善状況の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、検討した改善 １ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具体的に記載すること。

事項を記載すること。 ２ 改善計画どおり行われていない場合は、その理由を具体的に記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的に記載すること。 ３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載すること。

３ 検討の結果、改善計画の策定が困難な事項がある場合は、その理由を

詳細に記載すること。

様式３

保 険 者

番 号

市 町 村 名 事務打合せ年月日 平成 年 月 日
○ 改善計画提出 年 月

○ 改善状況提出 年 月

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

(注)【改善計画の欄】 【改善状況の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、検討した改善 １ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具体的に記載すること。

事項を記載すること。 ２ 改善計画どおり行われていない場合は、その理由を具体的に記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的に記載すること。 ３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載すること。

３ 検討の結果、改善計画の策定が困難な事項がある場合は、その理由を

詳細に記載すること。
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様式４

○○ 年度 特別指導監督実施状況報告書

都道府県番号 都 道 府 県 名

１．特別指導監督実施状況

保険者

番 号

保険者

名

実施年

月 日

選 定

理 由

指 摘 事 項

指摘

事項
１ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11(その他)

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

市 町 村 計

１ ２

１ ２

国 保 組 合 計

連 合 会 合 計 １ ２

(注)１．本表は、特別指摘監督を実施した保険者及び連合会について作成すること。

２．指導監督選定理由欄は、「１．一般指導監督の結果 ２．直近の事業実施状況」の該当する場合に○印を付すること。

３．指摘事項欄は、下記３の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入すること。

様式４

平成 年度 特別指導監督実施状況報告書

都道府県番号 都 道 府 県 名

１．特別指導監督実施状況

保険者

番 号

保険者

名

実施年

月 日

選 定

理 由

指 摘 事 項

指摘

事項
１ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11(その他)

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

１ ２

市 町 村 計

１ ２

１ ２

国 保 組 合 計

連 合 会 合 計 １ ２

(注)１．本表は、特別指摘監督を実施した保険者及び連合会について作成すること。

２．指導監督選定理由欄は、「１．一般指導監督の結果 ２．直近の事業実施状況」の該当する場合に○印を付すること。

３．指摘事項欄は、下記４の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入すること。
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２．特別指導監督の選定理由 ３．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

一般指導監督結果 直近の事業状況

保

険

者

1 赤字削減・解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村 2 賦課限度額の改善を要するもの

国 保 組 合 3 応能・応益割合の改善を要するもの

国保連合会 4 医療費の実態の把握分析を要するもの

計 5 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

6 保健事業の充実を要するもの

7 滞納者の実態の把握分析を要するもの

8 保険料(税)の徴収活動の改善を要するもの

9 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他

２．特別指導監督の選定理由 ４．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

一般指導監督結果 直近の事業状況

保

険

者

1 赤字解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村 2 賦課限度額の改善を要するもの

国 保 組 合 3 応能・応益割合の改善を要するもの

国保連合会 4 医療費の実態の把握分析を要するもの

計 5 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

6 保健事業の充実を要するもの

7 滞納者の実態の把握分析を要するもの

8 保険料(税)の徴収活動の改善を要するもの

9 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他
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